
地域公共交通計画策定に至る
検討経過について
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大島町地域公共交通活性化協議会
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• 地域の持続可能な移動手段を確保するため、地方公共
団体が中心となり、交通事業者や住民等の関係者と協
議しながら作成する計画

• 「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」
を明らかにする「マスタープラン」の役割。

• 「活性化再生法に基づく協議会」を開催しつつ、関係
者等との個別協議を重ねて作成。

• 根拠法：地域交通法(地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律)

地域公共交通計画とは
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• 道路運送法及び地域交通法にもとづき位置付けられる
会議体(法定協議会)

• 地域公共交通計画の作成・変更及び実施に関し必要な
協議を実施
例えば・・・

➢地域公共交通の将来像について

➢地域公共交通の運行について

➢地域公共交通の利用促進について

• 委員は参加応諾義務あり

• 協議結果は参加者の尊重義務あり

• 協議会主体で事業実施可

大島町地域公共交通活性化協議会とは
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• 令和4年度：計画策定に係る基礎調査を実施

➢町民アンケート調査の実施

➢事業者ヒアリングの実施

➢中学生ワークショップ、移住者ワークショップの実施

➢路線バス乗降記録調査の実施

• 令和5年度：計画策定に係る各種検討を実施

➢基本方針や目標、評価指標の検討

➢施策・事業の検討

⇒令和5年度は計3回の法定協議会で議論

大島町における検討経過
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交通を取り巻く状況

• 移動に占める自家用車分担率は約8割

• 18歳以下も約5割は「送迎」で移動

• 路線バスの分担率は約2%

平日・全目的

凡例 トリップ数

町全体 13,633.4

18歳以下 1,613.0

19歳以上64歳以下 7,673.5

65歳以上74歳以下 2,199.4

75歳以上 2,147.5
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資料：ミニパーソントリップ調査(令和5年実施)
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交通を取り巻く状況

• 高齢者では、運転を控えたいという意向

• 運転できない高齢者や、運転できず送迎してくれる
人もいない高齢者が75歳以上で高い割合

• 65歳以上で、代替手段がないと回答する割合が5割
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必要に応じて自分で運転しており、今後も運転し続ける予定である

必要に応じて自分で運転しているが、今後は運転を控えたいと思っている

自分では運転できないが、必要に応じて送り迎えしてくれる人がいる

自分で運転できず、送り迎えしてくれる人もいない
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移動の現状や見通し 公共交通以外の代替手段

資料：町民アンケート調査(令和4年実施)
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交通を取り巻く状況

資料：大島旅客自動車資料

• 路線バス利用者数は減少
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交通を取り巻く状況

• 生活路線の維持のために、大島町から大島バスに対
して補助を実施⇒令和2年は8,800万円
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大島町の地域公共交通を取り巻く環境

課題2 日常の需要に対応した使いやすい移動サービスが必要

•島外連絡交通（航空機、船舶）や町内移動に対応したダイヤ調整が必要
•通院や買い物などの日常利用ニーズにあった運行ネットワークが必要
•町内の移動に関する取組みの整理が必要

課題3 来島者も利用しやすい交通環境整備が必要

•不足する移動手段への対応が必要
•観光来訪における移動需要への対応が必要
•移動サービスにおけるキャッシュレス決済等への対応が必要
•町内の移動手段に関する来島者への情報提供が必要

課題4 自動車以外の交通手段の利用促進が必要

•免許返納者の公共交通による移動手段の確保が必要
•町民のライフスタイル・移動実態にあった移動サービスが必要
•公共交通の利用促進に向けた町民の意識の醸成が必要

課題1 観光繁忙期と観光閑散期での移動需要の変動への対応が必要

•観光繁忙期の多客状況に対応できるサービスが必要
•観光閑散期の非効率な輸送状況を改善する必要
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大島町地域公共交通計画の全体像
柱
1

広域ネットワークを担う交通
サービスの維持・確保

•住みやすい快適なまちづくりに資す
る広域ネットワークの維持・確保

•若者がUターンしやすい環境の一環
としてのネットワーク

柱
2

町民の生活や観光需要に対応
したフィーダー交通の再編

•安心して暮らせる環境を作るための
フィーダー交通の再編

•観光需要に対応した移動手段の確保

柱
3

誰にでも分かりやすく使いや
すい交通サービスの確立

•分かりやすい情報提供
•利用しやすい交通サービスの提供

柱
4

自動車以外の交通手段も利用す
る新しいﾗｲﾌｽﾀｲﾙやﾂｰﾘｽﾞﾑの推進

•自動車にばかり頼らない
ライフスタイルの推進
•レンタカー以外を活用した
ツーリズムの推進

課題
2

日常の需要に対応した
使いやすい移動サービスが必要

•島外連絡交通（航空機、船舶）や町内
移動に対応したダイヤ調整が必要

•通院や買い物などの日常利用ニーズに
あった運行ネットワークが必要

•町内の移動に関する取組みの整理が
必要

課題
3

来島者も利用しやすい交通環境
整備が必要

•不足する移動手段への対応が必要
•観光来訪における移動需要への対応が
必要

•移動サービスにおけるキャッシュレス
決済等への対応が必要

•町内の移動手段に関する来島者への
情報提供が必要

課題
4

自動車以外の交通手段の利用促進
が必要

•免許返納者の公共交通による移動手段
の確保が必要

•町民のライフスタイル・移動実態に
あった移動サービスが必要

•公共交通の利用促進に向けた町民の
意識の醸成が必要

課題
1

観光繁忙期と観光閑散期での
移動需要の変動への対応が必要

•観光繁忙期の多客状況に対応できる
サービスが必要

•観光閑散期の非効率な輸送状況を改善
する必要

6.モビリティ・マネジメント実施

① 公共交通案内の充実
② バスの乗り方教室の実施
③ 公共交通の利用促進につながる取組みの実施
④ エコツーリズム等の推進

1.移動需要に合わせた町内の交通ネットワーク再編

【重点】①通学需要に合わせた運行ダイヤ・ルート等の再
編 ★

【重点】②バス・タクシー・スクールバス・移動送迎サー
ビス等の複数の交通手段の連携による需要に応じ
た交通ネットワークの確保 ★

5.誰もが利用しやすい交通サービスの導入・推進

① キャッシュレス対応サービスの導入・推進
② 経路検索サービスでの情報提供サービスの導入・推進
③ バリアフリーやユニバーサルデザインに対応した車両
の導入・推進

4.福祉輸送等の確保

① 福祉や医療分野で実施している移動サービスの維持・
確保・改善

② 支え合い交通の持続可能な体制の確保に向けた自家用
有償運送等の検討

③ 公共交通等の利用を促すチケット等の配布

2.ラストワンマイルの移動手段の確保

① まちづくりと交通ネットワークの連携強化

3.生活や観光行動に対応した新たなモビリティの検討

① 生活ニーズに対応した移動手段の提供
② 主要な観光施設を周遊する観光モビリティの導入★
③ コミュニティサイクルや電動キックボードの活用検討

※★は非繁忙期・繁忙期を考慮した施策検討を想定
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令和6年度の主な実施事業

施策 事業 具体の事業 中間報告

施策1

事業1-1 通学需要に合わせた運
行ダイヤ・ルート等の再編

(1)登校時間帯の大島高校直通便の
維持

・運行継続
・フィーダー系統補助申請

(2)下校時間帯の波浮港ライン直通
便の新設

・ダイヤ調整し運行
⇒大島高校対象にアンケート実施

事業1-2 バス・タクシー・ス
クールバス・移動送迎サービス
等の複数の交通手段の連携によ
る需要に応じた交通ネットワー
クの確保

(1)大島公園ライン・波浮港ライン
沿線の移動手段確保に向けた段階
的な路線再編

・部会において交通事業者間で協議
・関東運輸局に法制度手続きを確認

(2)元町港・岡田港間の運行便の維持
・運行継続
・フィーダー系統補助申請

(3)時季に応じた交通事業者の連携・
協力によるネットワーク確保

・部会において交通事業者間で協議

施策2
事業2-1 まちづくりと交通ネッ
トワークの連携強化

(1)バス停から離れた施設や地区へ
の移動手段確保(超小型パーソナル
モビリティ等)

-

(2)交通ﾈｯﾄﾜｰｸに対応した施設配置
等の検討

-

施策3

事業3-1 生活ニーズに対応した
移動手段の提供

(1)お買い物バスの運行 -

事業3-2 主要な観光施設を周遊
する観光モビリティの導入

(1)サンセットパームラインでの観
光モビリティ導入

・事務局内で検討
・観光協会にて電動キックボードを
導入

事業3-3 コミュニティサイクル
や電動キックボードの活用検討

(1)コミュニティサイクルや電動
キックボードの活用検討

・観光協会にて電動キックボードを
導入
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令和6年度の主な実施事業
施策 事業 具体の事業 中間報告

施策4

事業4-1 福祉や医療分野で実施
している移動サービスの維持・
確保・改善

(1)福祉や医療分野で実施している
移動サービスの維持・確保・改善

・庁内で調整

事業4-2 支え合い交通の持続可能
な体制の確保に向けた自家用有償運
送等の検討

(1)福祉有償運送や自家用有償旅客
運送の実施

・社会福祉協議会と意見交換

事業4-3 公共交通等の利用を促
すチケット等の配布

(1)町民パスの導入 ・事務局で検討

施策5

事業5-1 キャッシュレス対応
サービスの導入・推進

(1)キャッシュレス対応サービスの
導入・推進

・継続実施

事業5-2 経路検索サービスでの
情報提供サービスの導入・推進

(1)GTFS-JPの導入・推進 ・継続実施

事業 5-3 バリアフリーやユニ
バーサルデザインに対応した設備
の導入・推進

(1)バリアフリーやユニバーサルデ
ザインに対応した設備の導入・推
進

・部会において交通事業者と意見交
換

施策6

事業6-1 公共交通案内の充実
(1)来島者向けの情報発信媒体の作
成や情報提供

-

事業6-2 バスの乗り方教室の実
施

(1)学校等での乗り方教室の実施
・福祉まつりにあわせてバスの乗り
方教室を実施

(2)イベントでのバスの展示 ・福祉まつりでバスを展示

事業6-3 公共交通の利用促進に
つながる取組みの実施

(1)住民参画の取組みの検討・実施 ・バスの乗り方手帳を配布

(2)公共交通の利用促進につながる
イベントの実施

・福祉まつりとの連携

事業6-4 エコツーリズム等の推
進

(1)エコツーリズムの企画・推進 -
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《参考》バスの乗り方教室の実施


